
 

論文 非線形性を考慮した RC高架橋の不同変位の地震時応答の推定手法 
 

成田 顕次*1・徳永 宗正*2・曽我部正道*3 

 

要旨：鉄道構造物の境界では地震時に角折れや目違いといった不同変位が発生し，列車走行安全性に大きな

影響を及ぼすが，構造物が非線形化した場合の簡易な推定手法が確立されていない。本論文では，一般的な

RC 高架橋を対象に，構造物の非線形化を考慮した不同変位の地震時応答の推定手法を構築することを目的

に，数値解析に基づく検討を行った。提案手法は線形時では時刻歴応答解析の結果に対して，推定精度が±15%

程度と高く，非線形応答時でも推定誤差が±15～±40%程度で推定できる。実線区の振動特性の分析の結果，隣

接構造物が異形式の場合，等価固有周期比の存在範囲は 1.0～2.0 程度，降伏震度の差は±0.4 程度となる。 

キーワード：鉄道ラーメン高架橋，動的応答解析，不同変位，地震時応答，等価固有周期比 

 

1. はじめに 

2004 年新潟県中越地震，2011 年東北地方太平洋沖地

震，2015 年熊本地震において鉄道の脱線が発生した 1～3)。 

鉄道分野においては地震時に脱線を防ぐために鉄道シス

テム全体で多角的な対策を実施し土木構造物側では構造

物全体系の剛性を高めるブレース補強などが実施されて

いる 4)。鉄道構造物の設計においては，鉄道構造物等設

計標準・同解説 5)（変位制限）（以下，「変位標準」と示

す。）においては，軌道面に発生する変位を一定以下に制

限することで構造物が保有すべき地震時走行安全性を担

保している。具体的には，構造物が橋軸直角方向に振動

することで車両を加振する振動変位，および連続する構

造物が位相差をもって挙動することにより構造物境界に

発生する不同変位の両方を照査する体系となっている。 

図－1 に不同変位の概略図を示す。不同変位には，隣

接構造物の種類に応じて，目違い，平行移動，折れ込み

の三種類に対して照査するが，対象としている地震動が

鉄道構造物等設計標準・同解説 6)（耐震設計）（以下，「耐

震設計」と示す。）においての L1 地震動までの構造物の

線形挙動の範囲に限定した上で地盤特性等を考慮する必

要がある。さらに妥当性も十分に検証されていない。ま

た建設年代の古い実線区の鉄道構造物においては降伏震

度が小さく地震時に非線形化しやすい構造物が点在する。 

実線区において脱線が実際に発生している状況を鑑

みると，特に既設の構造物は降伏震度が低いものが多く，

大規模地震時等において非線形化する可能性が高い。こ

の場合，構造物境界に発生する不同変位による影響を適

切に評価する必要があるが，現状では構造物の非線形領

域まで適用可能な高精度な推定手法が提案されていない。 

本論文では，鉄道高架橋で多い RC 高架橋を対象に構

造物が非線形化した場合の不同変位を評価する指標及び，

不同変位の推定手法を構築することを目的に数値解析に

基づく検討を行った。2 章において検討手法について記

述する。3 章においては，1 自由度非線形モデルに基づく

簡易解析により非線形性を考慮した不同変位の指標の手

法を提案し，4 章において実線区の振動特性を分析し，

長大線区モデルに基づく提案手法の適用性を検証する。 

 

2. 検討手法 

2.1 既存の不同変位の評価手法 

図－1 に示すように鉄道高架橋の地震時における不同

変位の照査は，前述したように構造物境界に生じる，角

折れおよび目違いに対して行う必要がある。角折れは桁

式高架橋や調整桁式ラーメン高架橋等，目違いは張出式

ラーメン高架橋や背割れ式ラーメン高架橋等の構造物境

界で発生する。これら不同変位は連続する構造物応答の

位相差によって生じることから，連続する構造物群の地

震時応答解析を直接実施することで評価可能である。実
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図－1 不同変位概略図 
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設計においては，複数構造物のモデル化が煩雑であるこ

とから，変位標準に示されている簡易推定手法（以下，

既存法と示す。）により評価することが多い。角折れiの

推定方法は式(1)に示すように，橋軸直角方向に発生する

隣接構造物との目違い量をスパン長Liで除することによ

って推定する。 

ここで，si は各構造物の絶対変位の最大値で添え字の i

は始点側の構造物を j は終点側の構造物を示し，TE は入

力波の卓越周期，位相角i は地震動に対する位相角（式

(3)）。hiは構造物の減衰定数である。構造物の位相角の差

は式(4)で算出する。なお，隣接構造物との位相差が小さ

い場合には少なくとも構造物どちらかの最大値の 25%を

考慮することとしている。実設計においては，G4 地盤以

上の軟弱地盤では上記変位に加えて，地盤変位の影響も

考慮する必要があるが，本論文では，基礎的な検討とし

て慣性力による構造物の変形が卓越するものとして地盤

変位は検討対象外とする。 

目違い量は式(1)の分子である相対変位から直接算出

する。一方で角折れは隣接構造物の位相差による相対変

位をスパンで無次元化したものである。従って本論文は，

目違い，角折れの共通の量である相対変位を対象として

議論を進める。

2.2 解析手法 

(1) 解析モデル 

図－2 に構造物の力学モデルを示す。構造物は一般的

に標準設計によるものが多く，その挙動は 1 自由度系モ

デルで表現できることが多い 6)。実現象を考えた場合，

構造物間の連成や支承回りなどを考慮したモデル化が必

要であるが，実設計においても，1 自由度系に基づく非

線形スペクトル法により，地震時応答を推定するのが一

般的であるため，実構造物の骨格曲線の調査結果 7)をも

とに，構造物はトリリニア型の骨格曲線，標準型の履歴

特性を持つ 1 自由度系でモデル化し，実際の構造物の非

線形性を反映したモデルを用いる。骨格曲線は，降伏震

度 khy，最大震度 khmax，等価固有周期 Teq，構造物の単位

長さ重量 ws をパラメーターとして設定し，2 次勾配を 1

次勾配の 1/10，3 次勾配は１次勾配の 1/1000 とした。減

衰は，構造物の各モードに対して 5%のモード減衰比と

して与えた。隣接構造物に対して同一の地震動を入力し，

各構造物の時刻歴応答波形の差分から隣接構造物との相

対変位を算出する。 

(2) 入力波 

入力地震動は，鉄道設計標準の設計地震動 20 波と観

測波 4 波，計 24 波を用いた。G0 地盤～G7 地盤用の L1

地震動（以下，「L1(G0）～L1(G7)」と示す。），G0 地盤～

G5 地盤用の L2 スペクトル I 地震動（以下，「L2spe.I(G0）

～L2spe.I(G5)」と示す。），G0 地盤～G5 地盤用の L2 スペ

クトル II 地震動（以下，「L2spe.II(G0)～L2spe. II (G5)」と

示す。）を対象とした。また実際に過去に脱線が発生した

地震動である，1995 年の兵庫県南部地震の神戸中央での

観測値 NS 方向（以下，「神戸」と示す。），2004 年に発生

した新潟県中越地震の十日町での観測値 NS 方向（以下，

「中越」と示す。），2011 年に発生した東北地方太平洋沖

地震の青葉区での観測値 NS 方向（以下，「東北」と示す。），

2016 年に発生した熊本地震の西区春日町での観測値 NS

方向（以下，「熊本」と示す。）を対象とした 8)。図－3 に

入力地震動の応答スペクトルを示す。 

(3) 解析ケース 

 地震動入力に対する時刻歴応答解析では地震波 24 波

を用いて，構造物の初期剛性に対応する等価固有周数 Teq

を 0.3 秒～2.0 秒の範囲で 15 分割，降伏震度を 1000 とし

た線形応答，0.2～0.7 とした非線形応答としたケースで

実施した。なお，実構造物の等価固有周期は既往の論文9)

によると 0.5 秒～2.0 秒程度に分布している。 

 
𝜃𝑖 =
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𝐿𝑖
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{
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𝜑𝑖 = tan

−1
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図－2 構造物の力学モデル 

図－3 入力地震動の弾性加速度応答スペクトル 
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 効率的に数値解析を行うために構造物のモーダル座標

系上で運動方程式を，Newmark の平均加速度法により時

間増分 Δt単位に解いていく。ただし，運動方程式が非線

形であることから，不釣り合いが十分小さくなるまで Δt

内において反復計算を行う。本研究では Δt=1.0×10-4sec

とした。 

 

3. 一般化解析による不同変位の応答評価 

3.1 構造物が線形応答時の相対変位 

 本論文では，式(5)に示す隣接構造物との等価固有周期

比 RT，および式(6)に示す隣接構造物との相対変位の度合

いを表す指標，無次元相対変位 DRDに着目して議論を進

める。 

ここで，RDmaxは構造物 i と j の相対変位の時刻歴の最大

値を， 𝛿𝑠𝑖𝛿𝑠𝑗は各構造物の最大応答変位を示す。DRDは隣

接構造物との位相が完全逆位相となる時に相対変位が最

大となるとして，完全逆位相時の相対変位に対する

RDmaxの割合を示す。 

 図－4 の(a)～(b)に等価固有周期比 RT と無次元相対変

位 DRDの関係を示す。横軸は等価固有周期比 RT，縦軸は

無次元相対変位 DRD を示す。(a),(b)の結果から構造物が

線形応答の場合 RTが増加と共に DRDは増加し，完全逆位

相になる時の値に近づく。RT が 1.5 以上で，ほぼ逆位相

となり DRD は 0.8 以上となる。この傾向は地震動に依存

せず，設計地震動と実地震動の場合で同様であることが

わかる。また RT が 1.25 程度以下では急激に DRD は増加

し，1.25 以上では DRD が 1.0 に漸近する傾向を示すこと

がわかる。 

3.2 構造物が非線形応答時の解析結果 

図－4 の(c)～(f)に非線形時（khy=0.7，0.3）の RTと DRD

の関係を示す。図から，構造物が非線形化した場合でも，

RTの増加と共に DRDは増加するが，khyが 0.7 の場合で RT

が 1.5 で， DRD は 0.4～0.8 程度，khy が 0.3 の場合で RT

が 1.5 で， DRD は 0.2～0.8 程度となり，DRDが低下する

傾向にある。これは構造物が非線形化することで各構造

物の応答変位は増加するが，隣接構造物との相対変位は，

非線形化による塑性率の増加と同じ比率で増加しないた

めと考えられる。即ち，両方の構造物が大きく非線形化

した場合，応答変位の一部が残留変位として残り，この

成分が相対変位に対しては寄与しないためと考えられる。 

図－5 は，隣接構造物間の降伏震度の差異が等価固有

周期比と無次元相対変位に及ぼす影響を示す。図は

L2spe.I(G2)を入力とした場合の khyが 0.3-0.3，0.3-0.5，0.3-

 
𝑅𝑇 =

𝑇𝑒𝑞,𝑖

𝑇𝑒𝑞,𝑗
 (5) 

 
𝐷𝑅𝐷 =

𝑅𝐷𝑚𝑎𝑥
𝛿𝑠𝑖 + 𝛿𝑠𝑗

 (6) 

図-4  等価固有周期比と無次元相対変位の関係 
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0.7 の組み合わせの場合の 3 通りの結果を示す。図から，

RT が 1.0 に近い領域においても，降伏震度が異なること

によって DRD が 0.3 程度の結果を示している。これは隣

接構造物との降伏震度が異なることにより，非線形化す

るタイミングが違うため，一方の構造物が線形であって

も，もう一方の構造物が非線形化すると，線形時に比べ

変位の最大値が増加し，相対変位も増加するため，DRDが

増加するためと考えられる。 

3.3 不同変位の推定手法 

これまでの検討において，無次元相対変位 DRDは地震

動に依存せず，設計地震動と実地震動の場合で同様であ

り，隣接する構造物の等価固有周期比と相関が高いこと

から，DRDを推定する式(7)を提案する。 

ここで，は塑性率に依存する DRDの低減係数である。

第二項の分母であるは，解析値と提案法による推定値

の差が最小となるように設定した。これまでの検討で隣

接構造物との RT が 25%を境に傾向が異なる。そこで RT

の値により適用する式を分けた。本式によると耐震設計

で用いられる 1 自由度の非線形スペクトル法により隣接

構造物間の相対変位を推定できる。 

 図－6 に L2spe.I(G2)を入力とし，構造物が線形，非線

形（khy=0.3）の場合の解析値 DRD と式(7)による提案法，

及び式(2)による DE
RD の比較を示す。図中の青線は既存

法の下限値である。既存法は隣接構造物の位相差が小さ

い場合，構造物の最大変位の 0.5 倍の相対変位が生じる

と仮定することから DRDに換算すると 0.25 となる。図か

ら，既存法は DRDの値を過小評価する。一方で提案法は

RD の値を±20%以内で精度よく推定することができる

ことがわかる。 

図－7 に全ての設計地震動を入力とし，構造物が線形

及び，非線形（khy=0.3）とした場合の推定法の精度を示

す。図から既存法は DRDの値を過小評価する傾向であり，

推定誤差が大きい。一方，提案手法は線形応答時では推

定精度が±15%程度と高く，非線形応答時でも推定誤差が

𝐷𝐸𝑅𝐷 =

{
 
 

 
 α

𝛿𝑠𝑖 sin 2𝜋(𝑅𝑇)

𝛿𝑠𝑖 + 𝛿𝑠𝑗
, (
𝑇𝑗

𝑇𝑖
< 1.25)

α 𝛿𝑠𝑖
𝛿𝑠𝑖 + 𝛿𝑠𝑗

, (
𝑇𝑗

𝑇𝑖
≥ 1.25)

 (7) 

α = 1 −
𝜇 − 1

15
 (8) 

  

図-5  降伏震度の差異が等価固有周期比と無次元相

対変位に及ぼす影響（L2spe.I(G2)） 
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図-6  解析値と推定値の比較（L2spe.I(G5)） 
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±15～±40%程度で推定できる。 

 

4. 長大線区データベースに基づく不同変位の応答評価 

実線区を考えると架道橋などにおいては振動特性が

急激に変化することから，不同変位が発生しやすい箇所

となる。4 章では設計図書から 4 種類の実線区，約 13.0km

の A 線区，約 6.1km の B 線区，約 10.0km の C 線区，約

8.0km の D 線区を対象とし，どの程度構造諸元にばらつ

きが生じるかを検討する。例えば A 線区には橋梁，桁式

高架橋，調整桁式ラーメン高架橋，トンネル，盛土が混

在している。地盤種も G0～G4，構造高さ h は 4～16m 程

度の範囲で混在している。 

4.1 線区毎の構造物の振動特性の変動量 

図－8 に実線区における構造物の降伏震度と等価固有

周期の関係を示す。ここで，i（始点側）と j（終点側）の

構造物の形式が同じものを同一形式，異なる形式のもの

を異形式とした。i と j の降伏震度，等価固有周期の差の

S.D.(Standard deviation)は標準偏差を示す。降伏震度に関

しては 1.0 までの範囲を示しているが，1.0 以上の値も一

部存在する。以下，S.D.は 1.0 以上の値を含めて算出す

る。A 線区の降伏震度は 0.3～2.0 の範囲，等価固有周期

は 0.5～1.5 秒の範囲に分布し，B 線区の降伏震度は 0.3～

0.8 の範囲，等価固有周期は 0.5～1.5 秒の範囲に，C 線区

の降伏震度は 0.3～1.2 の範囲，等価固有周期は 0.4～1.3

秒の範囲に，D 線区の降伏震度は 0.3～1.3 の範囲，等価

固有周期は 0.4～1.0 秒の範囲にある。 

各線区の降伏震度の差の標準偏差に着目すると同一

形式の標準偏差は 0.10 程度，異形式で 0.10～0.19 程度で

ある。また，等価固有周期では同一形式で標準偏差は 0.09

～0.17 秒程度，異形式では 0.12～0.25 秒である。鉄道構

図－8 実線区における構造物の降伏震度と等価固有周期の関係 
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造物は標準設計に基づくことが多いため同一形式では異

形式に比べて標準偏差が小さいと考えられる。また，線

区の中で隣接構造物が異形式の場合，等価固有周期の差

の 95%信頼区間が±0.5 秒であり，等価固有周期の下限

が 0.5 秒程度の場合を考えると，等価固有周期比の存在

範囲は 1.0～2.0 程度までを考慮すれば良い。また降伏震

度の差は，隣接構造物が異形式の場合，95%信頼区間を

考慮すると±0.4 程度となる。 

4.2 長大線区の不同変位の応答評価 

図－9(a)に実線区における振動特性と最大相対変位を

示す。対象とした線区の降伏震度は 0.2～0.5，等価固有

周期は 0.8～1.4 秒の範囲である。図から，橋脚形式から

ラーメン高架橋形式に変化する，異形式の箇所で降伏震

度および等価固有周期が急激に変化している。また同一

形式の橋脚であっても構造物の高さが変化することによ

り，剛性を示す等価固有周期に影響を与えるため，0.56

～0.6km 付近は等価固有周期が大きく変化する箇所であ

ることがわかる。 

図－9(b)に実線区における最大応答変位の推定値と解

析値の比較を示す。推定値は 3 章での不同変位の提案法

を用いて算出した。図から降伏震度，等価固有周期の変

化が大きい0.7km 付近の L1(G3)で相対変位が0.15m 程度

発生し，L2speI 地震動で 0.55m 程度，L2speII 地震動で

0.40m 程度発生しており提案した推定式により算出した

結果は概ね一致し，同様な傾向を示すことが確認できる。 

 

5. まとめ 

本論文では，一般的な鉄道の RC 高架橋を対象に，大

規模地震により構造物が非線形化した場合の不同変位を

推定する手法の構築を目的に，数値解析に基づく検討を

行い，以下の結論を得た。 

(1) 構造物が線形の場合，隣接構造物との等価固有周期

比 1.5 で，相対変位が隣接構造物と位相が完全逆位

相に対して 80%程度となる。一方，構造物が非線形

挙動する場合や長周期地震動の場合は線形時に比

べて，等価固有周期比 1.5 で相対変位が 60%～80%

程度となり，小さくなる傾向にある。これは構造物

が非線形化することで各構造物の応答変位は増加

するが，隣接構造物との相対変位は，非線形化によ

る塑性率の増加と同じ比率で増加しないためと考

えられる。 

(2) 隣接構造物と降伏震度の差が 0.4 の場合，L2 地震時

の相対変位は等価固有周期が同じ場合でも隣接構

造物と位相が完全逆位相の場合に対して 30%程度と

なる。 

(3) 既存の不同変位の推定方法は，線形の場合でも不同

変位を過小評価する傾向があり，推定誤差は±50%

である。一方，提案手法は線形応答時では推定精度

が±15%程度と高く，非線形応答時でも推定誤差が

±15～±40%程度で推定できる。 

(4) 実線区において振動特性の分析を行った結果，線区

の中で隣接構造物が異形式の場合，等価固有周期比

の存在範囲は 1.0～2.0 程度，降伏震度の差は±0.4 程

度となる。 

(5) 提案手法を実線区の振動特性に適用し，解析値と提

案値が概ね一致する傾向を示すことを確認した。 

 

 本研究では安全側の評価となることを勘案し構造物間

の連成，支承，ストッパー等の拘束の影響を無視し，設

計振動単位毎の 1 自由度に基づく検討とした．これらの

影響を加味した推定方法については今後の課題とする。 
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